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研究要旨 
がん対策推進基本計画の評価および見直しに向けて、1）職域検診における実態把握、2）
がん検診の情報提供の在り方（不利益情報の提供を中心）についての検討、3）がん登録デ
ータを利用した検診精度管理手法の実施可能性の検討を目的に調査研究を実施した。職域検
診については実態把握すらされていない状況であるが、保険者の1つである協会けんぽにお
いてヒアリング調査を実施した結果、市区町村のがん検診事業の対象者との分離が困難であ
ること、健康診断は責務があるが、がん検診はあまり重要視されていないことなどが明らか
となった。しかし、精度管理については受診者数の把握以外については、現状は実施できて
いないものの、レセプト情報との突合により、がん検診の精度管理指標の把握（推定）は可
能であることが明らかとなった。市区町村自治体における、がん検診対象者に対するがん検
診の情報提供の内容については、個別受診勧奨を実施している自治体に対して受診勧奨に利
用している資材を提供してもらった。回収率は75.7％であり、今後提供された資材を精査し、
資材および記載されている内容について不利益情報がどのように記載されているかを集計
する予定である。がん登録データを利用した精度管理手法の検討は、青森県において、市町
村からがん検診受診者データを県に提供してもらい、がん登録室においてがん検診受診者デ
ータとがん登録データの照合を実施する体制のモデル事業を実施した。今年度は人口の少な
い1町での実施であったが、実施可能であることは明らかとなった。ただし、人口の多い自
治体の評価の場合にはどの程度の照合不備が発生するのかなど、今後の検討課題である。ま
た、がん登録室以外の場所での照合の可能性なども検討する必要がある。 
 
 
Ａ．研究目的 
がん対策推進基本計画の評価および見直
しに向けて、以下の3つの目的で調査および
研究を実施した。 
1）職域検診における実態把握 
がん対策推進基本計画（平成24年6月）の
取り組むべき施策として、職域のがん検診
の実態の正確な分析、職域のがん検診にお
ける科学的根拠のあるがん検診の実施の促
進、自治体で実施される検診と職域のがん
検診との連携などが挙げられており、職域
でのがん検診の重要性に焦点があてられて
いる。しかし、職域におけるがん検診の実
態は不明であり、精度管理どころか、受診

者の把握すら系統的にされていない。本研
究では、職域検診の実施主体の1つである全
国健康保健協会（以下、協会けんぽ）の各
支部において、がん検診の精度管理を行う
場合の精度管理指標の把握の可能性等を明
らかにすることを目的とした。 
 
2）がん検診の情報提供の在り方（不利益情
報の提供を中心）についての検討 
がん対策推進基本計画（平成24年6月）の
取り組むべき施策として、「がん検診で必
ずがんを見つけられるわけではないことや
がんがなくてもがん検診の結果が「陽性」
となる場合もあるなどがん検診の欠点につ



いても理解を得られるよう普及啓発活動を
進める」ことが挙げられ、がん検診の不利
益に関しても情報提供することが勧められ
ている。現在市区町村自治体が実施する対
策型検診においては、受診率の向上が最大
の目標になっているため、検診の不利益に
関する説明があまりされていないことが考
えられる。対策型検診において、受診勧奨
の際にどのようなツールを用い、どのよう
な情報を提供しているかの現状把握が必要
である。 
 
3）がん登録データを利用した精度管理手法
の実施可能性の検討 
がん検診事業を評価するためには、検診
受診者のがんの有無を正確に把握し、感度
や特異度を評価することが必要である。平
成26年に施行された「がん登録等の推進に
関する法律」において、市町村のがん対策
の企画立案又は実施に必要ながんに係る調
査研究のためにがんに係る情報提供の求め
に応じて、がん登録データの提供が認めら
れている。しかし、実際にがん登録データ
と検診受診者情報の照合が可能な自治体は
ほとんどなく、平成26年度のがん登録デー
タの利用が可能となった際に、スムーズに
データ照合ができる可能性の検討が必要で
ある。 
 
 
Ｂ．研究方法 
1）職域検診における実態把握 
協会けんぽにおいて実施されている健診
およびがん検診の状況を整理し、協力の得
られた協会けんぽ福岡支部において精度管
理に必要なデータの取得可能性についてヒ
アリングを実施した。 
 
2）がん検診の情報提供の在り方（不利益情
報の提供を中心）についての検討 
国立がん研究センターで実施している
「市区町村におけるがん検診チェックリス
トの使用に関する実態調査」において、胃、
大腸、肺、乳房、子宮頸の5がんのいずれか
において、①検診の対象者を限定していな
い、②対象者の年齢が指針通り（40歳（子
宮頸は20歳）以上）、③対象者の網羅的な
名簿を住民台帳に基づいて作成している、

④対象者に均等に受診勧奨を行っている、
という4つのすべての条件を満たし、かつ受
診勧奨を郵送で実施している自治体を対象
として調査を開始した。対象自治体に対し、
受診勧奨時に配布している資材を提供して
もらい、資材の詳細および記載されている
内容について、検診の利益、不利益および
がん検診の知識に関する情報が提供されて
いるかを集計する。今年度は平成27年度の
「市区町村におけるがん検診チェックリス
トの使用に関する実態調査」の結果から調
査対象自治体を抽出し、受診勧奨資材の提
供を受けることを実施した。 
 
3）がん登録データを利用した精度管理手法
の実施可能性の検討 
がん登録データとがん検診受診者データ
の照合は、両データの項目が統一されてい
ないことを含めた複雑さを考えると、市町
村単位での照合は難しく、都道府県におい
て照合作業を実施し、結果を市区町村にフ
ィードバックすることが現実的であると考
えられる。よって、がん登録データと検診
受診者データの照合を、市町村のがん検診
事業である検診の精度管理の一部を都道府
県に委託するという体制で、青森県におい
て、モデル事業として実施した。青森県に
おいては市町村へのがん登録データの提供
について県のがん検診、がん登録の担当者
およびがん登録室の担当者で何度も議論を
し、この事業の調整を実施した。 
本モデル事業は、地域がん登録に関する研
究班（研究代表者：松田智大）と、本研究
班の両者で支援を実施した。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究においては人体から採取された資料
は用いないため、個人情報上、得に問題は
発生しない。 
 
 
Ｃ．研究結果 
1）職域検診における実態把握 
協会けんぽにおいては一般健診（血液検
査・尿検査）等については健診結果を把握
し、要精検者への受診勧奨の実施や精密検
査の受診の有無の把握、対象者への保険指
導等比較的実施されているとのことであっ



た。しかし、がん検診に関しては健診結果
の把握は実施されているが、要精検者への
受診勧奨などはほとんど実施されておらず、
要精検率や陽性反応適中度などの精度管理
指標についても把握、集計されていないと
いうことが明らかとなった。健診とがん検
診における対応の違いについては、健診は
「高齢者の医療の確保に関する法律」第二
十条において、保険者は特定健康診査（糖
尿病その他の政令で定める生活習慣病に関
する健康診査をいう。）等実施計画に基づ
き、四十歳以上の加入者に対し、特定健康
診査を行うものとする、と記載されている
ため実施しているが、がん検診については
言及されていないために、確実に実施して
いないという認識である。実際に、けんぽ
組合のホームページにおいては、がん検診
等については、健康増進法に基づいて市区
町村が実施することとなっているため、実
施する健診の種類や手続き、受診できる健
診機関等については、お住まいの市区町村
の広報などで確認してほしと記載されてい
る3）。 
実際、けんぽ協会において各支部ががん
検診の精度管理評価指標を把握する場合に
は、受診者数（率）、要精検率は委託医療
機関から報告される健診データにより把握
可能であり、精検受診率、がん発見率、陽
性反適中度についても加入者のレセプトデ
ータの分析により把握可能であることが明
らかとなった。具体的には、検診受診者数
（率）は、毎月検診実施機関から協会けん
ぽ支部に請求書類が提出されるため、直接
把握可能であり、要精検者数（率）は、協
会けんぽ本部において管理されている健診
データを活用することで把握可能である。
支部の検診データはすべて協会けんぽ本部
に月別にシステム上で管理されているため、
受診率、要精検率については、本部におい
て継時的に指標を支部別に算出することが
可能である。また、精検受診率、がん発見
率、陽性反応適中度については、レセプト
データが必要であるが、こちらについても
検診データと同様に協会けんぽ本部におい
て月別のデータが管理されている。ただし、
レセプトデータには精密検査受診であるこ
とが明示されているわけではなく、胃がん
検診の場合、検診データとレセプトデータ

を突合した上で、胃X線を実施している記録
の後に同日または近い後日に胃内視鏡検査
を実施した記録のある者を精検受診者と定
義することで精検受診率を推計する形とな
る。がん発見率、陽性反応適中度に関して
もレセプトデータの記載により定義づけす
ることで推定することとなる。 
 
2）がん検診の情報提供の在り方（不利益情
報の提供を中心）についての検討 
調査対象は635自治体であり、うち481自
治体から調査協力が得られた（回収率
75.7％）。市の詳細区分別に調査回収率を
みると、政令指定都市、特別区は100％であ
り、市が85.5％、町が72.5％、村が49.3％
であった。送付された受診勧奨資材は個別
配布されているはがき、パンフレット、リ
ーフレット、問診票、受診票、医療機関リ
ストを始め、広報として利用しているポス
ター、チラシ、広報誌など多くの種類があ
った。 
不利益に関する記述の有無についての評
価項目は、Jorgensen（2004）が示したチェ
ックリスト1）とSteckelbergら（2011）が示
した検診に関する知識を測るアンケート項
目2）をベースに改良することとした。 
 
3）がん登録データを利用した精度管理手法
の実施可能性の検討 
がん登録データとがん検診データの照合
のため、①市町村から県にがん登録データ
の利用申請、②県で利用審査・承認、③県
からがん登録室に該当データの送付依頼、
④がん登録室から県に該当データの送付、
⑤県から市町村にがん登録データの提供、
⑥市町村からがん登録室に照合作業の委託、
⑦がん登録室にて照合作業、⑧登録室から
市町村に照合結果の報告および結果データ
の提供、の体制を整え、実施した。モデル
事業は青森県の階上町において実施され、
2011年度の胃、大腸、肺がんの検診受診者
9,096例、乳がんの4,590例、子宮頸がんの
6,173例と、階上町の同年のがん登録症例
（胃30例、大腸42例、肺27例、乳房15例、
子宮頸5例）と照合された。数がそれほど多
くなかったこともあり、照合は困難ではな
かったものの、がん登録データと検診受診
者データにおいて生年月日が異なっていた



ものが1件、姓が異なっていたものが1件存
在した。 
 
 
Ｄ．考察、Ｅ．結論 
1）職域検診における実態把握 
職域検診におけるがん検診については、
保険者によって意識が異なり、対象者の定
義もあいまいであることが考えられる。よ
って、やはり市区町村自治体の検診対象者
と職域検診の対象者を明確に定義する必要
がある。また、職域検診が実施されている
協会けんぽにおいては精度管理はほとんど
行われておらず、受診者数（率）は把握さ
れているものの、要精検者数（率）、精検
受診者数（率）、がん発見率、陽性反応適
中度については把握の体制は整備されてい
ないことが明らかになった。しかし、レセ
プト情報が利用できることから、定義をは
っきりすることで、それぞれの指標の推定
が可能であることが示された。 
 
2）がん検診の情報提供の在り方（不利益情
報の提供を中心）についての検討 
平成27年度の「市区町村におけるがん検
診チェックリストの使用に関する実態調
査」において対象者の定義と受診勧奨に課
しては一定の基準を満たしている自治体に
限定したこともあり、比較的調査回収率が
保たれた。今後、評価項目に従って、さま
ざまな受診勧奨資材を精査し、不利益内容
の記載の有無や程度について集計する予定
である。 
 
3）がん登録データを利用した精度管理手法
の実施可能性の検討 
がん検診の精度を評価する目的で、がん
検診受診者データとがん登録データの照合
が、県のがん登録室において実施可能であ
ることがモデル事業をもって示された。今
回本事業に参加した自治体は1町であった
が、今後は人口規模の大きい自治体での照
合にかかる労力等を検討する必要がある。
今回、1市が本事業への参加を途中辞退した
経緯があるが、その理由として、市が管理
する個人情報を外部機関であるがん登録室
に提供することの不安が主に挙げられた。
規定上問題はなくとも、漠然とした不安が

障壁となっていることが明らかである。今
後はこのモデルをもって検診事業の評価が
できることを紹介する一方で他の方法もモ
デルとして検討し、検診の精度管理にがん
登録データを利用することを促進する一方
で、課題の抽出と解決策の提案をする必要
がある。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
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